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ロボットトラクタの作業機自動交換技術の開発

知能化農機研究領域 ヌウェン ヴァン ナン、趙元在、田中慶 

はじめに 

ほ場内作業やほ場間移動の自動化技術の研究開発が進められているが、ロボットトラクタ（以下、ロ

ボトラ）を利用した作業の一層の省人化を達成するためには、作業工程に応じた作業機への交換作業の

自動化が不可欠である。そこで、作業機着脱の自動化を可能とするヒッチ機構とトラクタ制御技術を開

発した。 

１．ヒッチ機構の構成と性能 

作業機自動交換を実現するには、作業機着脱時のロック解除やハーネスやワイヤの接続など、通常は

手作業で行われる多数の操作を自動化する必要がある。開発したヒッチ機構は、トラクタ側のフレーム

と作業機側のフレームから構成され、作業機の着脱と同時に、油圧カプラ及び電気・通信コネクタの接

続または接続解除を行うことができ、電動アクチュエータを動作させることで、PTO 軸の断続及びフレ

ームのロックを自動で行うことができる。電気・通信コネクタは、電源等の配線のほかに、CAN BUS の

通信線の接続にも利用できる。作業機側とトラクタ側のフレームはトラクタの 3 点リンクヒッチのカテ

ゴリ 1 及び 2 に適用でき、前後のずれが約 3cm、左右のずれが約 5cm、前後左右の傾きが約 5°以内で

あれば装着可能である。本機構を用いた場合、作業機着脱に要する時間は、日本農業機械工業会が定め

た標準オートヒッチを用いて着脱した場合と比べて最大で約 5 割短縮できる。 

２．トラクタと作業機との位置合わせの制御方法と精度 

ロボトラの作業機交換では、トラクタ本機と作業機の位置と角度を正確に合わせる必要がある。GNSS

測量のみでは、作業機を取り外した時にトラクタに対する作業機の相対位置を正確に計測できないのた

め自動装着の成功率は 70％程度に留まった。そこで、ロボトラに搭載した単眼カメラで作業機に取り

付けた基準マーカを認識し、作業機の位置・姿勢を高精度に計測するマシンビジョンを構築した。さら

に、構築したマシンビジョンと RTK-GNSS を融合し、自動着脱のための経路生成手法とトラクタ制御技

術を開発し、作業機装着位置付近ではロボトラを極低速で誘導することで、位置誤差±2cm、角度誤差

±2°以内の位置合わせ精度を実現した。これにより、屋外の平坦地において一定の光条件（照度 10 万

lux 以下、カメラへの入射角 30°以上）では 100％の成功率で作業機の自動装着が可能となった。現在、

安全かつ作業機の取り外しから装着まで一貫して動作するようにシステムの改良を進めている。 

おわりに 

作業機交換は、有人で行う場合でも手間がかかり、非熟練者には難度が高く危険が伴う作業である。

そこで、有人トラクタ向けに作業機の着脱をアシストするガイダンス装置のプロトタイプの製作も進め

ている。開発技術の早期社会実装に向けて農機メーカの皆様の協力が得られれば幸いである。 

参考文献 

１）Nguyen, V.N. et al. (2023). Development of hitch coupler for autonomous hitching of

agricultural implements. Journal of Japanese Society of Agricultural Machinery, 85, 97-106. 

２）Cho, W. et al. (2023). Multi‐sensor fusion based tractor guidance system for autonomous

implement hitching. Journal of Japanese Society of Agricultural Machinery, 85, 314-323. 
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両正条田植機の開発 

 

無人化農作業研究領域 山田祐一、重松健太 

 

はじめに 

農林水産省が策定したみどりの食料システム戦略の目標達成のため、有機農業の取組面積拡大に資す

る技術開発が急務となっている。みどりの食料システム戦略では、2050 年までに有機農業の取組面積

を 100 万 ha に拡大する目標が掲げられている。現在の有機農業取組面積が 2.5 万 ha 程度であることか

ら、大幅な拡大が必要である。 

有機農業の取組面積拡大における課題の一つが雑草防除であり、特に栽培面積が大きな水稲において

効率的な雑草防除技術を確立することが不可欠である。水稲の雑草防除技術としては、主に機械除草が

使用されている。しかし、除草ロータが作用する条間に対して、除草ロータが作用せずレーキなどで除

草する株間の除草効果が低いことが課題となっている。このため、雑草量の多いほ場では手取り除草を

行う必要があり、面積拡大の阻害要因となっている。 

 

直交除草と両正条田植機 

この解決策として、株間にも除草ロータを作用させる直交除草体系を提案するとともに、これを実現

する両正条田植機を開発する。両正条田植機は田植機の進行方向と直交する方向にも苗を整列させて移

植することが可能な田植機である。これにより、機械除草機が田植機進行方向だけでなく直交方向にも

走行可能となり、株間の除草効果向上が期待できる。除草作業時に除草ロータと苗の接触を避けるため、

±3cm(2σ)以内を両正条田植機の植付位置精度の目標値とした。 

 

両正条田植機の原理 

両正条田植機の基本原理は、RTK-GNSS の測位情報を基に植付爪の角度を制御することである。RTK-

GNSS はロボット農機にも使用される高精度測位技術である。具体的には、まず田植機進行方向と直交

する方向に、仮想的な植付目標線を設定する。そして、RTK-GNSS の測位情報と設定した植付目標線から

目標植付爪角度を逐次計算する。更に、目標植付爪角度に対する実際の植付爪角度の誤差を計算して、

この誤差を解消する方向に、無段変速機である HST の変速比を調整する。これにより、目標植付爪角度

と実際の植付爪角度が一致し、予め設定した植付目標線上に苗が移植される。 

 

両正条田植機の開発状況 

みのる産業製のポット苗田植機（RXG800D）をベース機とし、クラスター課題として開発を進めてい

る。本ベース機は、株間変速機に HST を採用していることから、最小限の改造で両正条田植機の機能を

実現可能である。現在、試作１号機の部品組付け、配線、プログラム作成が終了し、ほ場での動作確認

が完了した段階である。 

なお、ベース機の納期の都合から、車体が共通であるクボタ製のマット苗田植機をベースに先行試作

を行い、ほ場で植付位置精度試験を実施したところ、目標とする±3cm(2σ)以内を達成している。 
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小型 AI 除草ロボットの開発 

 

無人化農作業研究領域 吉田隆延 

 

はじめに 

有機野菜栽培においては、除草に要する作業時間が長く、労働力不足もあり作付面積の拡大を困難に

している。特に条間の狭い軟弱野菜等では全て手作業に頼っており、「みどりの食料システム戦略」の目

標である有機栽培作付面積の飛躍的拡大のためには、除草作業の大幅な省力化が急務となっている。そ

こで、有機野菜を対象に、AI により作物と雑草を識別して、自律走行しながら自動で機械除草を行う自

律型の小型 AI 除草ロボット VRS13 を開発し、除草作業にかかる労働時間を大幅に削減する。本ロボッ

トの利用により、有機栽培野菜３品目以上について、野菜の有機栽培における除草作業時間の５割削減

することを目指し、研究開発を行った。 

 

１．開発機の概要 

本ロボットは、走行システムはクローラ式で、本体前方に搭載するカメラの取得画像の情報をもとに、

AI 走行システム１）により作物列を自動認識し、作物を踏まないように自律走行を行いながら、本体後部

に装着した機械除草機構により自動で除草作業を行う。また、本ロボットは、作物列の終端もカメラの

取得画像から AI 走行システムにより自動認識し、自律旋回を行なって自動で次の作物列へ進入して除

草作業を行う。この自律走行及び自動除草を繰り返すことで、ほ場内の作物列の条間の除草作業を行う。

機体の大きさは、長さ 950mm×幅 720mm×高さ 550mm、重さ約 28kg（除草機構を含む）で、軽トラック等

での運搬が可能である。また、本ロボットは、ラジコン（周波数 2.4GHz）による遠隔操作も可能で、ス

イッチの ON/OFF により自律走行モードに切り替えが可能である。さらに、音声によるガイダンス機能

があり、ロボットの動作状況が把握できる。 

 

２．開発機の性能等 

本ロボットは、リチウムイオン二次電池パック（25.9V、5.2Ah）を２個搭載し、フル充電で約４時間

程度稼働することができ、除草の作業能率は約 5a/h である。また、野菜３品目（ホウレンソウ、コマツ

ナ、チンゲンサイ）の有機栽培ほ場での除草試験の結果、２回の往復除草作業で除草率 60％以上（最大

除草率 94％）を達成しており、上記の除草試験では、手取除草作業時間を約５割削減することが可能で

あった。また、旋回地点の枕地が整備され、認識可能な大きさの作物が栽培されている試験ほ場では、

本ロボットは旋回も含めた完全自律走行が可能であった。 

 

おわりに 

本研究成果は、農林水産省委託プロジェクト「国際競争力強化技術開発プロジェクト」により得られ

た成果である。また、本研究開発は、農研機構中日本農業研究センター、群馬県農業技術センター、鹿

児島県農業開発総合センター、みのる産業(株)、NTT コミニュケーションズ(株)、(株)NTT ドコモとの

共同研究で行ったものであり、ご協力頂いた皆様に深くお礼申し上げる。 

 

参考文献 

１）北出ら(2023)、「画像認識を用いた小型農業用ロボット向け作物列追従システムの提案」、情報処理

学会研究報告、9(19):1-8. 
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VR を活用した危険体感型農作業安全教育手法 

 

システム安全工学研究領域 紺屋朋子、大西明日見、積栄、皆川啓子 

 

はじめに 

事故の未然防止には、事故を自身の問題として実感させることが不可欠であり、仮想現実（VR）を活用し

た啓発資材が着目されている。従前の研究により、VRゴーグル等の簡易な個人用機材を活用した啓発資材に

ついて、コンテンツ作成及び啓発での利用に関して目途が得られつつあり、農作業事故の抑止に大きく貢献

し得るものと判断できた。そこで本研究において、農作業安全教育に活用し得るVRを活用した危険体感型の

啓発資材を開発するとともに、その活用方法を確立した。 

 

１．コンテンツの概要 

開発コンテンツの視聴時間は、VR酔いを防止し、体感・理解効果を促進させるのに妥当とされる３～５分

程度とし、農作業事故情報の要因分析結果を踏まえつつ、事故再現部分と、事故原因や適切な作業に関する

解説部分から構成した。本研究課題においては、農用運搬機編、脚立編及び田植機編を制作し、公開済のト

ラクタ編等と合わせた計８コンテンツを、JA共済連「農作業事故体験VR」として実用化した。具体的には、

これらを視聴できるVRゴーグル260台を保有・無償貸出（JA共済連）するとともに、JA共済連ウェブサイ

ト上での公開、農機研のウェブサイト「農作業安全情報センター」における周知等も行い、全国の農作業安

全研修会等で広く利用できる体制を構築した。 

 

２．「農作業事故体験VR」を活用した研修（VR安全研修） 

研修の試行・類型化を通して、①VR 危険体感を主軸にする形態、②座学や実機体験等を主軸として VR 危

険体感も組み込む形態、の各実施モデルを構築した。①は事故の疑似体験を共有し、意見交換を活性化させ、

新たな気づきの促進・共有を図るもので、②は話題提供やグループ討議を進める途中または最後にVR危険体

感を取り入れ、経験の掘り起こしや研修内容の定着を高め、具体的な改善活動に繋げるものである。 

研修を受講した農業者や開催側の関係者を対象にアンケート調査を行った結果、VR 安全研修の利点（「飽

きずに研修を受けられる」「没入感があり理解しやすい」「具体的な改善や対策に繋がった」「また受講したい

/受講を勧めたい」「農業者が『自分ごと』として考えられる」）のいずれも、回答者の９割以上が肯定し、よ

り効果的な安全研修を実現すると考えられた。また、指導者・関係者の９割以上が「話題提供を行いやすく

なる」「研修内容を考えやすくなる」「実際にVR安全研修を開催したい」としたことから、安全研修の開催を

促す効果も期待された。その他、農業機械作業の経験の少ない人でも作業をリアルにイメージできる、経験

の多い人にとっては自身の振り返りになる、補助作業者にとっては機械作業者の状況も実感できる等、受講

者の属性に応じたVR活用効果も示唆された。 

 

おわりに 

「農作業事故体験VR」は、すでに農業イベントや農作業安全研修会等で多くの農業者等に視聴され、高い

評価を得ている。さらに今年度中に、本研究において確立した研修方法（マニュアルや研修に活用できるワ

ークシート、実施例を含む）についても JA 共済連の専用サイトで公開し、全国の農作業安全啓発の現場で

の、より効果的な活用につなげる予定である。 
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農作業アシスト装置による農作業の身体負荷軽減効果の評価手法 

システム安全工学研究領域 向霄涵、田中正浩、菊池豊、梅野覚、紺屋秀之、小林慶彦、松本将大

はじめに 

腰部負荷は生体力学において腰椎の安全性を評価するための最も重要な指標である。現在開発されて

いる腰補助用アシスト装置は、主に着用者の腰関節を中心としたモーメントを補助することで、農作業

者の腰部負荷を軽減している。しかし、着用者の腰関節を中心としたモーメントを補助する方法は全て

の農作業の動作に対応しているとは言えない。アシスト装置の効果が高い農作業を明らかにするために

その性能や効果に対する評価試験方法の確立が望まれてきた。そこで本研究では、三次元生体力学人

体骨格筋モデルを開発することで動的アシスト力測定装置から得られたアシスト力による農作業での

持ち上げ動作等における腰部負荷の軽減効果を定量的に評価することを可能にする。 

１．農作業アシスト装置による身体負荷軽減効果の評価手法の開発 

本研究では三次元生体力学に基づく人体の骨格筋モデルを用いた農作業アシスト装置による身体負

担軽減効果の評価手法を開発した。具体的には、まず、動的アシスト力測定装置を用いて腰補助用アシ

スト装置が前後方向に 90°回転する際のアシスト力を異なる回転速度で連続的に記録し、得られたア

シスト力を平滑化し、回転角度と角速度の回帰式として表した。次に、前腕、上腕、頭、肩、胸椎、腰

椎、骨盤、大腿、下腿の 13 のセグメントから構成され、各セグメントの位置と外力からセグメント間

の関節に作用する力、トルク、L5/S1 椎間板圧縮力を推定する機能を持った三次元生体力学モデルを開

発した。さらに、アシスト力、農作業動作、手に生じる外力を三次元生体力学モデルに入力することで、

モデルが農作業動作を実行し、発生した腰部トルクからアシスト力が差し引かれ、アシスト装置使用時

の腰部トルクや椎間板圧縮力の軽減効果が明らかになった。 

２．評価手法の検証 

開発したモデルの妥当性を検証するために、Wilke(1999, 2001)が報告した人体の腰部における腰部

負荷を実測した値と比較した結果、級内相関係数＞0.9 となり、三次元生体力学モデルから推定した腰

部負荷は実測値とほぼ一致していることが分かった。 

３．アシスト装置の負担軽減効果の結果 

アシスト装置を使用した場合の椎間板圧縮力は、使用しない場合と比較して有意に下がり、椎間板圧

縮力の増加に繋がる体幹前傾角も同様に有意に下がった。供試機の利用により、椎間板圧縮力は回転あ

りの持ち上げ動作で 8％、回転なしの持ち上げ動作で 12％下がり、体幹前傾角は回転ありの持ち上げ動

作で 6°、回転なしの持ち上げ動作で７°下がった。これらの結果から、供試機は効果的に腰痛リスク

を軽減させることができると考えられた。 

おわりに 

本研究で開発した評価手法は、製品評価だけでなく、人間の体格差や農作業環境などを考慮した農作

業専用アシスト装置の設計にも貢献できると考えられる。 
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